
船舶設備規程第３１１条の２２第１項第３号の無線電信等を定める告示の 

一部改正について 

 

関係法令一覧 

 

船舶安全法（昭和八年三月十五日法律第十一号） 
第四条  船舶ハ国土交通省令ノ定ムル所ニ依リ其ノ航行スル水域ニ応ジ電波法（昭和二十五年法律第

百三十一号）ニ依ル無線電信又ハ無線電話ニシテ船舶ノ堪航性及人命ノ安全ニ関シ陸上トノ間ニ於テ相

互ニ行フ無線通信ニ使用シ得ルモノ（以下無線電信等ト称ス）ヲ施設スルコトヲ要ス但シ航海ノ目的其

ノ他ノ事情ニ依リ国土交通大臣ニ於テ已ムコトヲ得ズ又ハ必要ナシト認ムルトキハ此ノ限ニ在ラズ 
② （略） 
 

 

船舶設備規程（昭和九年二月一日逓信省令第六号） 
（無線電信等の施設）  

第三百十一条の二十二  船舶には、その航行する水域に応じてそれぞれ次に掲げる無線電信等（法第

四条第一項の「無線電信等」をいう。以下同じ。）を備えなければならない。ただし、管海官庁が当該

船舶の航海の態様等を考慮して差し支えないと認める場合は、この限りでない。 

 

一～二 （略） 

 

三  Ａ２水域又はＡ１水域のみ（湖川を含む。）を航行する船舶（Ａ１水域のみ（湖川を含む。）を

航行するものを除く。） 

区分 無線電信等 

すべての船舶 イ ＭＦ無線電話 

ロ ＶＨＦ無線電話 

備考 

一 ＭＦ無線電話が常に直接陸上との間で船舶の運航に関する連絡を行うことができるものでない場合

には、ＨＦ直接印刷電信、ＨＦ 無線電話、インマルサット直接印刷電信、インマルサット無線電話、Ｍ

Ｆ直接印刷電信（常に直接陸上との間で船舶の運航に関する連絡を行うことができるもの に限る。）又

は告示で定める無線電信等であって常に直接陸上との間で船舶の運航に関する連絡を行うことができる

もの（以下「一般通信用無線電信等」とい う。）（国際航海旅客船等にあっては、ＨＦ直接印刷電信、

ＨＦ無線電話、インマルサット直接印刷電信、インマルサット無線電話又はＭＦ直接印刷電信に限 る。）

を備えなければならない。 

二 一般通信用無線電信等を備える国際航海旅客船等以外の船舶であって次に掲げるものには、ＭＦ無

線電話を備えることを要しない。 

イ 総トン数一〇〇トン未満の船舶 

ロ 近海区域を航行区域とする旅客船以外の船舶であって管海官庁が差し支えないと認めるもの 



ハ 沿海区域を航行区域とする船舶（航行区域が平水区域から当該船舶の最強速力で二時間以内に往復

できる区域に限定されていない旅客船（管海官庁が差し支えないと認めるものを除く。）を除く。） 

ニ 平水区域を航行区域とする船舶 

三 国際航海旅客船等以外の船舶であって次に掲げるものには、ＶＨＦ無線電話を備えることを要しな

い。 

イ 総トン数一〇〇トン未満の船舶 

ロ 二時間限定沿海船等 

 

四～五 （略） 
２～３ （略） 
 


